
基金の造成の経
緯②

－ 144

　(1)　☑取崩し型　　　　　□回転型　　　　　□保有型　　　　　□運用型　　　　　□その他

　「低炭素価値向上基金」を造成し、これを活用して交通体系整備、災害時等対応型のライフライン施設等の整備及び次世代型社会インフラ整備に
当たってのエネルギー起源CO2の排出の抑制のための技術等を導入するモデル・実証事業に要する経費に対して補助金を交付する。

資金交付の形態 直接交付

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

平成27年度予算より、基金方式を見直し、間接補助方式により事業を実施することとした。

成果目標の
達成度の評価

基金の名称

基金の造成法人
等の名称

当初・補正・予備費
（会計区分）

特別会計に関する法律第85条第3項第1号ホ
施行令第50条第7項第10号 －

過去に実施した
見直しの概要

基金シート番号

国費額
（単位:百万円）

　公共性が高い社会システム整備に当たり、エネルギー起源CO2の排出の抑制のための技術等を導入する事業を行うための低炭素価値向上基金を造成する
ことにより、低炭素社会の創出を促進することを目的とする。（補助率：定額）

27-017

（環境省）　　　　　　　　　　　　　　平成２７年度基金シート  

年度

当初
(エネルギー対策特別会計)追加年度

当初・補正・予備費
（会計区分）

二酸化炭素排出抑制
対策事業費等補助金

活動指標及び
活動実績
（アウトプッ
ト）

件

成果指標

当該年度の事業について、おおよそ見込みどおりのCO2量が効率的かつ効果的に削減された。

成果実績

－

23,581ｔ-CO2/年

当初
(エネルギー対策特別会計)

5,256

平成26年度

国庫返納額
（単位:百万円）

国費額平成25年度

原資となった資金の名称
二酸化炭素排出抑制
対策事業費等補助金

9,400

活動実績 件

％

288

有

347 -

26年度 27年度見込み

59,869 -

単位 24年度 25年度

76％

当初見込み

174

補助金適正化法
適用の有無

　(2)　□ 貸付　　　　□ 債務保証　　　　□ 利子助成・補給　　　　☑ 補助　　　　□補てん　　　　□出資　　　　□調査等　　　　□その他

成果目標
目標最終年度
　　　２６年度

26年度25年度

活動指標

補助事業の実施件数

有

直接交付

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

7,600

事業概要
（5行程度。別
添可）

事業の目的

基金の造成の経
緯①

関係する計画・
通知等 環境省27-041

資金交付の形態

基金造成年度

終了予定時期
【基金の終了予定時期】平成27年3月に基金事業終了。基金は基金事業の精算手続などの所要の手続を経た上で平成27年度中に廃止予定。
【新規申請の受付終了時期】平成27年3月

補助金適正化法
適用の有無

平成26年度

原資となった資金の名称

理由
低炭素価値向上に向けた社会システム構築支援基金事業実施要領の定めにより、平成25年度事業の残余額及び平成26
年度事業の残余額を国庫納付。

関係する行政事
業レビューシー
ト

国庫返納の経緯
①

45,392

108％－

補助事業による年間のＣＯ２
削減量

ｔ-CO2/年 － 21,853

達成度

補助事業による年間のＣＯ２
削減量

－

基金事業の名称

地球環境局

地球温暖化対策課

調整官　名倉良雄

目標値

24年度単位

担当部局

担当課室

作成責任者

低炭素価値向上基金

低炭素価値向上に向けた社会システム構築支援基金事業

一般社団法人低炭素社会創出促進協会



25年度実績
（下段：当初見
込み）

26年度実績
（下段：当初見
込み）

○○収入
（うち国費相当額）

24年度

：

-

収
入

：

 271 ：5,426

24年度 25年度 26年度

：

件：金額

27年度見込み

： ：

：

：

：

： ：

：

：

：

：

：

当年度末基金残高
(a+b-c-d)

24年度実績
（下段：当初見
込み）

-

-

-

7,600

前年度末基金残高
（a）

- 3,529

-

5,256 -

事業費 3,903

-

収入・支出等
（単位:百万円）

運用収入
（うち国費相当額）

-

合計（b）

26年度

：

- 4,072

5,426

-

-

2,083

-

169

28年度以降

：

-

その他

2,087

単位

17 ：2,083

27年度見込み

9,400 -
国からの資金交
付額

2,087

-

9,402

-

2
(2)

1
(1)

-

7,601

25年度

-

-

支出年度

：

-

-

：

補助等に関する
交付決定実績
（単位：百万円）

単位交付決定年度

出資残高

3,529

：：

支
出

(うち国費相当額）

3,529 2,087-

管理費

27年度見込み

25年度

：件：金額

174：3,903

26年度

件：金額

：

件：金額

144：7,100

27年度見込み

：

件：金額

件：金額

 288 ：7,509

：

24年度 25年度

347：7,394

国庫返納額（d）

162

174：3,903 ：

合計（c）

：

27年度

-

26年度

4

-

-

：

：

2,087

：

：

：

：

交付決定額

： ：

：

：： ： ：

：

：

件：金額

： ：

出資実績
（単位：百万円）

実績及び残高

出資償還金

出資毀損額

債務保証実績
（単位：百万円）

実績及び残高

新規債務保証
（下段：当初見
込み）

新規代位弁済

債務保証
終了額

：

： ：

単位

件：金額

件：金額

：

件：金額

：

：

：

新規出資額
（下段：当初見
込み）

債務保証残高

件：金額

件：金額

件：金額

24年度

5,588

件：金額

件：金額

件：金額

：件：金額



　「低炭素価値向上に向けた社会システム構築支援基金」については、①各事業が達成すべき定量的なＣＯ２削減目標等を設定すべき
ではないか、②ＣＯ２を１トン削減するため、費用対効果の意識をもって、それぞれの事業を進めるべきではないか、③予算を効果的に
活用するには、ＣＯ２削減量の大きい事業から実施していくことが適切であり、どの事業がＣＯ２削減に最も効果的なのかを正確に把握
することが必要ではないか等の指摘があったところ。
　当該指摘を踏まえ、定量的なＣＯ２削減目標等を以下のスケジュールに沿って設定するとしたところ。
　　①平成27年７月上旬までに目標等の値の再検討を行う
　　②事業者の提出した費用対効果を適切に採点に結びつけられる審査基準（指針）を定めることを検討する
　　③事業の実施までに、採択事業を選定する審査において費用対効果の値を適切に点数化させる審査基準を事業担当者に示すこと
とする

【行政事業レビュー推進チーム】
基金を財源とした補助事業は26年度末までに終了しているため、基金の廃止に向けて、補助事業の精算手続など所要の手続を行い、
速やかに基金残額を国庫返納すること。

【対応事項】
当該基金については、所要の手続を経た上で、平成27年度中に基金を廃止し、国庫返納を行う予定である。なお、平成27年度予算よ
り、基金方式を見直し、間接補助方式により事業を実施することとした。

基金事業・基金の
造成法人等への
調査・検査等の実
施状況

基金方式によらざるを得
ない理由

本事業は公共性が高い社会システム整備に補助する事業であり、設計から工事の完了まで一定の期間を要するものがあ
ることから、事業の実施の期限を年度末より前に設定することは困難であると判断したため、基金方式によって本事業を実
施したところ。なお、平成27年度予算より、基金方式を見直し、間接補助方式により事業を実施することとした。

算出根拠

基金方式の必要
性

対応状況

：

備考

－

基金事業の類型
（該当するものを選択）

左記に該当する理由

基金残高は精算手続などの所要の手続を経た上で平成27年度中に国庫返納予定

27年度見込み

　当基金を造成・活用する法人は、毎年、外部有識者を含めた委員会において審査し選定している。また、実施要領において同法人が
補助事業を実施する際には、事前に環境省に対して承認・協議等を必要とすることを規定し、環境省がその都度、補助事業の運営状況
を把握しているところである。

【事業所管部局】
当該基金については、所要の手続を経た上で、平成27年度中に基金を廃止し、国庫返納を行う予定である。なお、平成27年度予算よ
り、基金方式を見直し、間接補助方式により事業を実施することとした。

26年度

：

：

件：金額

上記算出根拠に
用いた事業見込
みの考え方

①事業を終了した基金に該当

貸付実績
（単位：百万円）

：

□④事業の進捗が他の事業の進捗に依存するもの

☑⑤その他

24年度

【使用見込みの低い基金
等を残置する場合の
理由】

保有割合＝基金保有額①（2,087百万円）／平成26年度事業の精算に要す
る事業費及び管理費②（2,087百万円）

使用見込みの低い基金等の該当の有無 （　　　有　　　／　　　無　　　）

： ：

：

件：金額

□②不確実な事故等の発生に応じて資金を交付する事業

□③資金の回収を見込んで貸付等を行う事業

：

：

-

保有割合
（基金事業に要する費
用に対する保有基金
額等の割合）

1
事業見込みに用いた指標

積算根拠

使用見込みの低
い基金等の該当
の有無

保有割合＝基金保有額①／平成26年度事業の精算に要する事業費及び管理費②

【使用見込みの低い基金
等に該当する場合の
検討結果】

【有の場合、該当する
理由】

補助精算及び管理費予定額　2,087百万円

：

実績及び残高

：

25年度

：

単位

貸付金回収額

：：

：新規貸倒 件：金額

件：金額 ：新規貸付
（下段：当初見
込み）

貸付残高

： ：

件：金額

□①法律の根拠のあるもの

：



※平成26年度実績を記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万
円）

環境省

公募・補助
9,400百万円（平成25年度：7,600百万円）

【業務内容】

低炭素価値向上基金の造成及び管理・運用

並びに同基金を活用した補助金交付事業を実施

（補助金交付事業の対象）

・鉄道を活用した物流の低炭素化促進事業

・物流の低炭素化促進事業

・エコレールラインプロジェクト事業

・航空分野の低炭素化促進事業

・災害等非常時にも効果的な港湾地域低炭素化推進事業

・病院等コージェネレーションシステム緊急整備事業

・地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業

・信号機の省電力化等推進事業

・地域における街路灯等へのＬＥＤ照明導入促進事業

・省エネ型データセンター構築・活用促進事業

・上水道システムにおける再エネ・省エネ等導入促進事業

審査委員会を開催し、
審査基準に基づき採択

審査委員会を開催し、
審査基準に基づき採択

審査委員会を開催し、
審査基準に基づき採択

審査委員会を開催し、
審査基準に基づき採択

審査委員会を開催し、
審査基準に基づき採択

Ｂ．全国通運株式会

社

30百万円

Ｃ．民間団体等

（67社）
691百万円

Ｄ．民間団体等

（56社）
1,464百万円

Ｅ．株式会社北海

道エアシステム

2百万円

Ｆ．民間団体等

（17社）
870百万円

【業務内容】

・鉄道を活用した物

流の低炭素化促進

事業を実施

【業務内容】
・物流の低炭素化促
進事業を実施

【業務内容】
・エコレールラインプ
ロジェクト事業を実施

【業務内容】
・航空分野の低炭素
化促進事業を実施

【業務内容】
・災害等非常時にも効
果的な港湾地域低炭
素化推進事業を実施

審査委員会を開催し、
審査基準に基づき採択

審査委員会を開催し、
審査基準に基づき採択

審査委員会を開催し、
審査基準に基づき採択

審査委員会を開催し、
審査基準に基づき採択

審査委員会を開催し、
審査基準に基づき採択

Ｇ．民間団体等

（10社）
104百万円

Ｈ．民間団体等（4
社）

209百万円

Ｉ．民間団体等（26
社）

431百万円

Ｊ．民間団体等

（61社）
679百万円

Ｋ．民間団体等（3
社）

33百万円

【業務内容】
・病院等コージェネ
レーションシステム緊
急整備事業を実施

【業務内容】
・地域の再生可能エ
ネルギー等を活用し
た自立分散型地域づ
くりモデル事業を実

【業務内容】
・信号機の省電力化
等推進事業を実施

【業務内容】
・地域における街路
灯へのＬＥＤ照明導
入促進事業を実施

【業務内容】
・省エネ型データセ
ンター構築・活用促
進事業を実施

Ａ．一般社団法人低炭素社会創出促進協会

低炭素価値向上基金
【収入】

補助金： 9,400百万円
運用益： 2百万円
前年度繰越し： 3,529百万円
国庫返納： 5,256百万円
合計： 7,675百万円

【支出】

事業費： 5,426百万円
管理費： 162百万円

合計： 5,588百万円

Ｌ．民間団体等

（23社）
633百万円

Ｍ．民間団体等

（2社）
280百万円

【業務内容】
・上水道システムにお
ける再エネ・省エネ等
導入促進事業を実施

【業務内容】
・地域の未利用資源
等を活用した社会シ
ステムイノベーション

審査委員会を開催し、
審査基準に基づき採択

審査委員会を開催し、
審査基準に基づき採択

【基金残高】 2,087百万円



0計 105 計

本工事費

上水道システムにおける再エネ・省エネ等
導入促進事業の実施に伴う材料費、労務
費、直接経費、共通仮設費、現場管理
費、一般管理費

105

L.徳島市水道局 Ｐ.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 18 計 0

本工事費

省エネ型データセンター構築・活用促進事
業の実施に伴う材料費、労務費、直接経
費、共通仮設費、現場管理費、一般管理
費

18

K.セコムトラストシステムズ株式会社 O.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 27 計 0

使　途
金　額
(百万円）

使　途
金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目

計

計

2

B.全国通運株式会社 F.株式会社ユニエツクス

費　目

本工事費

金　額
(百万円）

補助金

費　目

使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

航空分野の低炭素化促進事業の実施に
伴う材料費、労務費、現場管理費、共通
仮設費、機械器具費

金　額
(百万円）

9,400

信号機の省電力化等推進事業の実施に
伴う材料費、労務費、共通仮設費、現場
管理費、一般管理費

I.京都府 M.北海道ガス株式会社

低炭素価値向上基金に造成

2

使　途

使　途

9,400

本工事費60

本工事費
地域における街路灯へのＬＥＤ照明導入
促進事業（導入）の実施に伴う労務費、共
通仮設費、現場管理費、一般管理費

20

業務費
地域における街路灯へのＬＥＤ照明導入
促進事業（調査）の実施に伴う委託料

7

金　額
(百万円）

計

A.一般社団法人低炭素社会創出促進協会 E.株式会社北海道エアシステム

費　目 使　途

機械器具費
災害等非常時にも効果的な港湾地域低炭
素化推進事業の実施に伴う機械器具費

252機械器具費
鉄道を活用した物流の低炭素化促進事業
の実施に伴う機械器具費

30

費　目 使　途

計 30 計 252

C.四国開発フェリー株式会社 G. 医療法人社団　松和会（池上総合病院）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

機械器具費
物流の低炭素化促進事業の実施に伴う機
械器具費

96 本工事費

病院等コージェネレーションシステム緊急
整備事業の実施に伴う材料費、労務費、
測量及び試験費、共通仮設費、現場管理
費、一般管理費

19

金　額
(百万円）

計 96 計 19

機械器具費

地域の再生可能エネルギー等を活用した
自立分散型地域づくりモデル事業の実施
に伴う、機械器具費、材料費、労務費、直
接経費、共通仮設費、現場管理費、一般
管理費、付帯工事費

99

D.阪急電鉄株式会社 H.紫波グリーンエネルギー株式会社

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途

266

J.千葉県南房総市 N.

費　目

費　目

本工事費

60

地域の未利用資源等を活用した社会シス
テムイノベーション推進事業の実施に伴
う、材料費、労務費、直接経費、共通仮設
費、現場管理費、一般管理費、測量及び
試験費

266

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロック
ごとに最大の金
額が支出されて
いる者について
記載する。費目
と使途の双方で
実情が分かるよ
うに記載）

計

本工事費
エコレールラインプロジェクト事業の実施
に伴う設計費、労務費、測量及試験費、事
務費、機械器具費

229

計 229 計 99



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C

D

E

F

9
日通商事株式会社　仙台支
店

港湾地域において、ハイブリッド式ストラドルキャリアを導入 15

10 備後通運株式会社 港湾地域において、ハイブリッド式ストラドルキャリアを導入 15

7 東南興産株式会社 港湾地域において、電力回収装置付トランスファークレーンを導入 20

8 三陸運輸株式会社 港湾地域において、ハイブリッド式ストラドルキャリアを導入 15

5
株式会社ダイトーコーポレー
ション

港湾地域において、電力回収装置付トランスファークレーンを導入 66

6 株式会社奈雅井 港湾地域において、電力回収装置付トランスファークレーンを導入 20

3
日本コンテナ・ターミナル株
式会社

港湾地域において、電力回収装置付トランスファークレーンを導入 118

4 株式会社上組 港湾地域において、電力回収装置付トランスファークレーンを導入 86

1 株式会社ユニエツクス 港湾地域において、電力回収装置付トランスファークレーンを導入 252

2 株式会社　宇徳
港湾地域において、電力回収装置付トランスファークレーン及びハイブリッ
ド式ストラドルキャリアを導入

237

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由
支　出　額
（百万円）

鉄道車両にVVVF制御装置や回生ブレーキ等を導入

鉄道関連施設に省エネルギー設備を導入

92

9 72

7 81

東日本旅客鉄道株式会社

神戸市交通局 鉄道関連施設に省エネルギー設備を導入

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由
支　出　額
（百万円）

10 札幌市交通局 鉄道関連施設に再生可能エネルギー設備や省エネルギー設備を導入 71

2

4

阪急電鉄株式会社

近畿日本鉄道株式会社

6

鉄道車両にVVVF制御装置や回生ブレーキ等を導入

3

名古屋鉄道株式会社

鉄道関連施設に省エネルギー設備を導入

1 株式会社北海道エアシステム 航空関連施設に省エネルギー設備を導入 2

鉄道関連施設に省エネルギー設備を導入

鉄道車両にVVVF制御装置や回生ブレーキ等を導入

阪神電気鉄道株式会社 鉄道車両にVVVF制御装置や回生ブレーキ等を導入

三井住友トラスト・パナソニッ
クファイナンス株式会社

5

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由

南海電気鉄道株式会社

鈴与株式会社

8 78

95

88

116

丸吉運輸機工株式会社

東京地下鉄株式会社 85

モーダルシフトの普及促進を実施

支　出　先

業　務　概　要　及び　採　択　理　由

物流施設の省エネ化と物流業務効率化の一体的実施

東京水産ターミナル株式会
社

物流施設の省エネ化と物流業務効率化の一体的実施

三菱倉庫株式会社

46

中越通運株式会社

業　務　概　要　及び　採　択　理　由

9,400低炭素価値向上基金に造成

229

26

福玉精穀倉庫株式会社 物流施設の省エネ化と物流業務効率化の一体的実施

東札幌日通輸送株式会社

7

10

鉄道車両にVVVF制御装置や回生ブレーキ等を導入

名港海運株式会社 物流施設の省エネ化と物流業務効率化の一体的実施

75

3 50

支　出　額
（百万円）

5

共同輸配送の普及促進を実施

物流施設の省エネ化と物流業務効率化の一体的実施

2

39

316

28

1

4

8

9 28

業　務　概　要　及び　採　択　理　由

28

モーダルシフトの普及促進を実施

ジャンボフェリー株式会社 モーダルシフトの普及促進を実施

一般社団法人低炭素社会創
出促進協会

四国開発フェリー株式会社

支　出　額
（百万円）

支　出　先

支　出　先
支　出　額
（百万円）

96

1 30鉄道輸送用31ｆｔコンテナを導入

1 モーダルシフトの普及促進を実施

1

全国通運株式会社

支　出　額
（百万円）



G

H

I

J

10 愛知県半田市 街路灯のLED化 17

8 大阪府藤井寺市 街路灯のLED化 19

9 千葉県君津市 街路灯のLED化 17

6 埼玉県吉川市 街路灯のLED化 22

7 北海道白老町 街路灯のLED化 21

4 山形県鶴岡市 街路灯のLED化 23

5 茨城県牛久市 街路灯のLED化 23

2 北海道深川市 街路灯のLED化 26

3 東京都武蔵村山市 街路灯のLED化 23

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由
支　出　額
（百万円）

1 千葉県南房総市 街路灯のLED化 27

9 佐賀県 信号灯器に省電力化設備を導入 16

10 岐阜県 信号灯器に省電力化設備を導入 14

7 奈良県 信号灯器に省電力化設備を導入 26

8 熊本県 信号灯器に省電力化設備を導入 16

5 大阪府 信号灯器に省電力化設備を導入 34

6 秋田県 信号灯器に省電力化設備を導入 26

3 神奈川県 信号灯器に省電力化設備を導入 50

4 福島県 信号灯器に省電力化設備を導入 36

1 京都府 信号灯器に省電力化設備を導入 60

2 愛知県 信号灯器に省電力化設備を導入 60

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由
支　出　額
（百万円）

3 北海道旭川市 再生可能エネルギーによる自立・分散型システムの導入 50

4 パナホーム株式会社 再生可能エネルギーによる自立・分散型システムの導入 2

1
紫波グリーンエネルギー株
式会社

未利用エネルギーによる自立・分散型システムの導入 99

2
Fujisawa SST マネジメント株
式会社

再生可能エネルギーによる自立・分散型システムの導入 58

10 社会福祉法人　秀明会 福祉関係施設において、ガスコージェネレーションシステムの導入 4

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由
支　出　額
（百万円）

8
一般財団法人　神戸在宅ケ
ア研究所

福祉関係施設において、ガスコージェネレーションシステムの導入 7

9
社会福祉法人　仁成福祉協
会

福祉関係施設において、ガスコージェネレーションシステムの導入 6

6
医療法人青樹会　（青樹会病
院）

医療施設において、ガスコージェネレーションシステムの導入 8

7
独立行政法人 地域医療機
能推進機構 京都鞍馬口医
療ｾﾝﾀｰ

医療施設において、ガスコージェネレーションシステムの導入 7

4 医療法人　成和会 医療施設において、ガスコージェネレーションシステムの導入 12

5 社会福祉法人　ひじり福祉会 福祉関係施設において、ガスコージェネレーションシステムの導入 10

2
医療法人　仁泉会（仁泉会病
院）

医療施設において、ガスコージェネレーションシステムの導入 17

3 医療法人　藤井会 医療施設において、ガスコージェネレーションシステムの導入 14

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由
支　出　額
（百万円）

1
医療法人社団　松和会（池上
総合病院）

医療施設において、ガスコージェネレーションシステムの導入 19



K

L

M

3

9 福岡県直方市 水道施設内において、太陽光発電設備を導入 39

10 埼玉県三芳町

1 北海道ガス株式会社

水道施設内において、太陽光発電設備を導入 40

水道施設内において、ポンプ及び高効率モータの導入 32

LNGの効率的な配給システムの構築による設備の導入 266

7 大阪府交野市水道局 水道施設内において、ポンプ及び高効率モータの導入 49

6 名古屋市上下水道局

8 愛知県稲沢市

水道施設内において、ポンプ及び高効率モータの導入 63

5 川口市水道局 水道施設内において、小水力発電施設を導入 53

水道施設内において、ポンプ及び高効率モータの導入 51

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由
支　出　額
（百万円）

3 千葉県富里市 水道施設内において、ポンプ及び高効率モータの導入 65

4 佐賀県鳥栖市上下水道局

2 大分県 コンビナートから発生する副生水素の活用方法策定 14

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由
支　出　額
（百万円）

1 徳島市水道局 水道施設内において、ポンプ及び高効率モータの導入 105

2 仙台市水道局 水道施設内において、ポンプ及び高効率モータの導入 69

3 TIS株式会社 データセンターにおいて、空調自動制御システムの導入 3

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由
支　出　額
（百万円）

1
セコムトラストシステムズ株
式会社

セキュアデータセンターにおいて、外気空調を導入 18

2
富士通エフ・アイ・ピー株式会
社

データセンターにおいて、省エネ空調設備を導入 13


